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第１３回福岡県地域エネルギー政策研究会 

討議にあたっての基礎資料 （ディスカッションペーパー） 
 

１．今回の検討テーマ 

高効率火力発電の普及に向けた地方の役割や取組み 

（検討の方向性） 

電力システム改革によって、これまでの地域完結型の電力システムが見直され、

地域独占も廃止されることが予定されている。 

また、電力システム改革を先取りし、県内においては既に民間主導の新たな発電

事業計画も明らかとなっている。 

このような新たな動きを踏まえ、高効率火力発電の普及に向けた地方の役割や取

組みについて検討を行う。 

（検討課題） 

① 電力システム改革により電力販売も広域化していくため、県内に火力発電が立

地した場合においても、当該火力発電から地域内（県内）に電力供給が行われな

いことが想定される。 

このようなことも踏まえ、地方のエネルギー政策として、高効率火力発電の普

及促進をどのように位置づけるべきか。 

② 効率的で、環境面にも優れた高効率火力発電の普及を促進するため、どのよう

な環境整備が必要か。 

③ ①～②を踏まえ、高効率火力発電の普及に向け、地方が担うべき役割と具体的

な取組みとは何か。 

 

参考資料１ 資料５－１ 
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２．これまでの研究会における議論  

～石炭や天然ガスによる高効率火力発電の普及に向けた課題～ 

ア 将来のエネルギー需給構造 

エネルギーは、国民生活や経済活動の基盤となるものであり、現代社会においては

低廉なエネルギーが潤沢に供給され続けることが、社会が機能する上での大前提と

なっている。 

一方、我が国は、ほとんどのエネルギー源を海外からの輸入に頼っており、海外に

おいてエネルギー供給上の問題が生じた場合に、自立的に資源を確保することが難し

いという根本的な脆弱性を有している。加えて、新興国のエネルギー需要の拡大等を

背景に、燃料価格も不安定性を増している。 

シェールガス開発の進展により、天然ガスなどの燃料価格が落ち着くのではないか

との見通しもあるが、燃料に関しては一筋縄ではいかないことが多く、将来何かの弾み

により燃料価格が上昇する懸念もある。 

エネルギー関連の事業・投資を行うにあたっては、このようにエネルギーを取り巻く

情勢が不安定であることを踏まえる必要がある。 

イ エネルギーの海外依存リスク 

東日本大震災以降の化石燃料の輸入増加は、資源供給源の偏りというもう一つの

問題も深刻化させている。 

平成２４年時点において、原油の８３％、ＬＮＧの２９％を中東地域に依存しており、

中東地域が不安定化した場合、日本のエネルギー需給構造は直接かつ深刻な影響を

受ける可能性がある。 

安定、安価なエネルギー供給体制を構築するためには、特定の電源や燃料源に過

度に依存しないバランスのとれた構成を実現していくことが必要とされていることに留

意が必要である。 

ウ 電力システム改革の動向 

我が国においては、現在、電力システム改革が進められている。 

電力システム改革の目的は、①安定供給を確保しつつ、②電気料金の上昇を最大

限抑制し、かつ③需要者にとっての選択肢、供給者にとっての事業機会の拡大を図っ

ていくこととされている。 

また、その目的を実現するため、①広域系統運用の拡大、②発電と小売の全面自

由化、③送配電部門の中立化を図ることとされている。 

電力システム改革により、発電事業にも市場メカニズムが本格的に導入されることと

なるが、電力自由化を行った海外事例においては、投資回収の確実性の低下が原因

で、安定的な供給力の確保に苦労している例も見受けられる。 

電力システム改革にあたっては、中長期的な視野に立って、安定的な電力供給の確

保に支障が生じないような制度設計を行っていくことが求められる。 

さらに、電力システム改革により、これまでの地域完結型のシステムが見直され、地

域独占も廃止されることが予定されている。 

これまでは、基本的に地域のために行われてきた電源開発であるが、これがどのよ

うに再定義されるか、また地域における安定的な電力需給の確保にどのような影響を

与えるか、地方として検討することが必要とされている。 
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３．エネルギー基本計画における位置付け  

第３章 エネルギーの需給に関する長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策 

第５節 化石燃料の効率的・安定的な利用のための環境の整備 

１．高効率石炭・ＬＮＧ火力発電の有効活用の促進 

石炭火力発電は、安定供給性と経済性に優れているが、温室効果ガスの排出量が

多いという課題がある。環境負荷の低減という課題と両立した形で利用していくた

め、温室効果ガスの排出を抑制する利用可能な最新鋭の技術を活用するとともに、

エネルギー政策の検討も踏まえた国の地球温暖化対策の計画・目標の策定と併せて、

電力業界全体の自主的な枠組みの構築を促す。また、環境アセスメントに要する期

間を、リプレースの場合は従来３年程度かかるところを最短１年強に短縮するとと

もに、新増設の場合も短縮化に取り組む。 

加えて、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、ＩＧＣＣ等の次世

代高効率石炭火力発電技術等の開発・実用化を推進するとともに、２０２０年頃の

二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）技術の実用化を目指した研究開発や、ＣＣＳの商用

化の目途等も考慮しつつできるだけ早期のCCS Ready 導入に向けた検討を行うなど、

環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進める。 

また、世界的には、引き続き石炭の利用が拡大していくことが見込まれることを

踏まえ、海外においても、環境負荷の低減と両立した形で石炭の利用が行われるよ

う、我が国の先端的な高効率石炭火力発電の輸出を促進する。 

あわせて、高効率ＬＮＧ火力発電の技術開発、効率的な利用や輸出を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）第９回福岡県地域エネルギー政策研究会 

資料４「エネルギーを巡る状況とエネルギー基本計画の概要」（資源エネルギー庁 井上宏司次長 講演資料）から抜粋
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４．環境アセスメントについて 

（１） 環境アセスメントの対象となる火力発電設備 

 
環境影響評価法 福岡県 

環境影響評価条例 第１種事業 第２種事業 

火力発電所 １５万ｋＷ以上 １１.２５万ｋＷ以上 ７.５万ｋＷ以上 

（２） 高効率火力に係る環境アセスメントの迅速化等の検討状況 

○ 従来、３年程度かかる火力発電のリプレースを１年強程度に短縮することを目指し、経

済産業省・環境省が「発電所設置の際の環境アセスメントの迅速化等に関する連絡会

議」を平成２４年９月に設置。  

○ 同連絡会議においては、中間報告を平成２４年１１月に公表。 

＜中間報告の概要＞ 

① 環境アセスメントにおける国の審査期間を短縮（１５０日程度→４５日程度） 

② 『火力発電所リプレースに係る環境影響評価手法の合理化に関するガイドライン』（平

成２４年３月作成，平成２５年３月改訂）を活用すること等により、調査及び予測手法を合理

化（１年程度の期間短縮）する 

③ 自治体による審査及び事業所による資料作成の期間短縮に取り組む 

④ 火力発電所のリプレースにおいて、旧設備の撤去であって、かつ、新設工事に先

立って行われる撤去工事については、環境影響評価の対象としないことが可能である

と整理して明示 

（３）石炭火力の環境アセスメント手続き明確化に関する検討状況 

○  「東京電力の火力電源入札に関する関係局長級会議取りまとめ」（平成２５年４月２５

日経済産業省・環境省）において、火力発電の環境アセスメントに係る CO２の取扱いを明

確化。  （下記①②の観点により必要かつ合理的な範囲で審査する。） 

①ＢＡＴ（Ｂｅｓｔ Ａｖａｉｌａｂｌｅ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ） 

・ 竣工に至るスケジュール等も勘案しながら、環境アセスメント手続き中の 

最新発電技術等の採用の可能性を検討した上で、既に商用プラントとして運

転中の最新鋭の技術以上を採用すること。 

※ 事業者は、竣工に至るスケジュール等も勘案しながら、国が公表した  

『ＢＡＴの参考表』（資料５－２）の（Ｂ）についても採用の可能性を検討した

上で、（Ａ）以上のものとするよう努めることとされている。 

②国の目標・計画との整合性 

(ａ） 中期目標（２０２０年目標）との関係 

・ 「電気事業分野における実効性ある地球温暖化対策のあり方に関す

る枠組み」に事業者が参加し、ＣＯ２排出削減に取り組んでいくこととし

ている場合は整合性を確保すること。 

(ｂ） ２０５０年目標との関係 

・ 事業者に対し、今後の革新的なＣＯ２排出削減対策についても継続

的に検討を進めることを求める。 

・ 国においても、ＣＣＳ（二酸化炭素回収・貯留）等の技術開発の加速

化等を行う。 
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５．高効率火力発電の技術開発に対する政府の主な支援 （平成２６年度予算） 

（１）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発 

・省 庁 名： 経済産業省 

・予 算 額： ２１.２億円 

・事業概要： 従来型石炭火力発電所から排出されるＣＯ２の削減要求に対して、信

頼性と経済性を両立しながら発電効率に優れた先進超々臨界圧火力

発電技術（Ａ－ＵＳＣ）の開発を支援する。 

（２）石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

・省 庁 名： 経済産業省 

・予 算 額： ６２.７億円 

・事業概要： 究極の高効率石炭火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電  

（ＩＧＦＣ）とＣＯ２分離・回収を組み合わせた革新的低炭素火力発

電の実現を目指し、基幹技術である酸素吹き石炭ガス化複合発電技術

（酸素吹きＩＧＣＣ）に関する実証試験を実施する。 

（３）高効率ガスタービン技術実証事業 

・省 庁 名： 経済産業省 

・予 算 額： ３４.４億円 

・事業概要： 電力産業用高効率ガスタービンの実用化技術開発のため、信頼性向

上等を目的とした実証試験を支援する。 

（４）固体酸化物形燃料電池等実用化推進技術開発事業 

・省 庁 名： 経済産業省 

・予 算 額： １３.０億円 

・事業概要： 固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）の普及拡大に向けて、耐久性・

信頼性向上のための基盤技術開発、ＳＯＦＣを用いた業務用システム

の技術実証、トリプルコンバインドサイクル発電システムの要素技術

開発、次世代燃料電池技術開発等を行う 

（５）二酸化炭素削減技術実証試験事業 

・省 庁 名： 経済産業省 

・予 算 額： ８５.０億円 

・事業概要： 二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）技術の実用化に向けて、大規模排

出源を利用したＣＣＳの本格的モデルプロジェクトの確立に必要な

実証試験を実施する。 
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６．福岡県内の主な火力発電設備 

本県には、九州電力関連の発電設備合計（２,２８９.８万ｋＷ）の２割強に相当する、 計

４８０万ｋＷ強の火力発電設備が立地しています。 

 

九州電力(株) 苅田発電所
石炭（36万ｋＷ）
石油（37.5万ｋW）

九州電力(株)新小倉発電所
LNG（60万ｋＷ×3基）

戸畑共同火力(株)
LNG（25万ｋＷ，37,5万ｋW）
石炭（15.6万ｋW，11万ｋW）

新日鐵住金(株)戸畑発電所
石炭（13.7万ｋＷ）

九州電力(株) 豊前発電所
石油（50万ｋW×2基）

（0.12万ｋW×3基）

大牟田リサイクル発電(株)
ＲＤＦ（2.06万ｋＷ）

(株)シグマパワー有明 三川発電所
石炭（4.75万ｋＷ）

九州電力(株)小呂島発電所
石油（290ｋＷ） 県内の総発電能力

４８０万９９９０ｋＷ

※電気事業便覧（平成２４年度版）等を基に県で作成

＜平成２６年４月１４日： (株)シグマパワー有明に関するデータを修正＞
(株)シグマパワー有明 三池発電所

石炭（17.5万ｋＷ）


